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　※道路事業、街路事業の事業効果
事業番号③、④、⑥、⑧、⑨、⑩、⑪、⑫の各事業のうち、一部にB/C（費用便益比）が前回評価時点に比べて大きく低下している事業が見受けられたことから、低下の要因を確認したところ、国の算出マニュアル改訂に伴う走行時間短縮便益算出のための原単位の見直し・検討期間の変更と、将来予測交通量の変更が主な理由であり、合わせて、前回と今回では、走行時間短縮便益算出の対象となる範囲も変更しているため、単純に比較することは適切ではないとの説明を受けた。そのため、今回、どのような考え方でB/Cを算出したのか、実例を用いて、提示してもらい確認を行った。
データ上の制約もあるかもしれないが、概ね事前時点（例えば10年前）でのネットワークと便益を算出すべき将来時点（X年）でのネットワークとで、X年の交通量（流）を捌いた場合の比較などを行い、府が整備する道路全体の効果（便益）についても説明の透明性を高めていただきたい。また、次の評価時からは、整備効果をみやすく示すとともに、比較困難性を回避できるように、最初から意図して資料作成に努めていただきたい。
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　４　結び

　　　本委員会の目的は、建設事業の効率性及び実施過程の透明性の一層の向上を図ることである。この目的に変更はないが、今年度、本委員会の任務が「事業実施の妥当性についての判断」から、「府が行う再（再々）評価の実施手続きの監視」に見直され、「各部局が作成した対応方針（原案）」を府民目線で点検、審議し、不適切な点又は改善・留意すべき点があると認めたときに意見を具申することとなった。
　　　この見直しを受け、府民目線での点検に重点を置き、分かりやすい審議を心がけてきたが、限られた時間の中でのチェックのため限界もある。審議対象を再評価・再々評価に絞ったことで審議案件数が減少したものの、より効率的に審議を進める必要があることから、大阪府においては、審議資料の作成、説明の手法を工夫してもらいたい。例えば、用地買収の状況や事業費の変動理由等に関する詳しい資料の提出と説明を追加で求めたが、このような事項は、審議資料に当初から明示するよう改善されたい。
　　　また、今回の審議でも、当初計画時からの事業費変動が課題となった。当初計画の精度を向上させる方策の検討の必要性については、従前より指摘していたところであるので、早急に検討を進められたい。
　　　また事業の効率性についての評価としては、事業進行時において常に意識すべき費用節約と、事業そのものの社会的価値（必要性）を検討する重要な指標の一つである便益／費用システム比とがある。前者についての状況説明は多々なされているが、後者については、殆ど情報（資料）が提出されてこなかった。便益が推計可能なものについては、その推計プロセスをできるだけ詳細かつ分かり易くすべく資料を提出していただきたい。
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当日追加資料
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